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t砂災害に強い地域づくりにむけて

近藤浩一 l血l土交通省河川局砂防部長

最近の土砂災害 している。さらに 8月8日、 9日には台風l0号が上

平成11年の広島県咀部梅l莉'nif線恢雨災害、翌12年

のイi珠山、 三宅島の火山哨火による災咎など人的被

害や社会経済的被害の大きい土砂災害が続発し、今

もなおそれら荒廃地の復lHや再度災害防止のために

砂lth関係事業を進めている。

広島県洒部災専は都市型の土砂災害と言い表せる

ように住宅地が山地斜面や谷筋、沢筋まで立地して

おり、こうした危険な所ががけ削れや七石流で被災

した。この災害を契機に、十．砂災害の恐れがある区

域を法律に基づいて指定し、秤戒避難体制の腋備、

建築 ・開発の許可制による立地規制を日的とした

「土砂災害秤戒区域等における上砂災害防止対策の

椎進に1関する法律」略称土砂災害防止法が災害発生

の翌年 5月8日に制定された。

また有珠,1,、三宅島の1itt火は、それぞれ屈指の観

光地へのダメージ、全島民避難という広範囲で長期

Ililに及ぷ被害をもたらした。観光地の復興支援や焔

島時の安全確保のため、砂防激甚災害特別緊急事業

を改正して、火山激甚災害特別緊急事業を創設し、

5年間で計画的に復IFIしていくことで現在も施工途

中である。

平成13年、 14年は土砂災害の発生件数も500件ほ

どで、平年の半分位の比較的穏やかな年であった。

今年も前半までは平穏に推移していたが、 7月19日

から2OHにかけて梅雨末期の集中梨雨により、九州

を中心に100件を越す土砂災害が発生し、 22名の犠

牲者が生じた。特に熊本県水俣市宝川内地区で20日

明け方4時20分ごろ発生した大規膜な土石流により

一瞬にして15名の命が称われるという惨事となっ

た。

また 7月26Uには、宮城県北部で震度 6の地俎が

1日に 3回も相次いだ。この地店により、幸い死者

はでなかったが、 600人を超す負傷者と多くの家屋

被害が出た。また同時に80余箇所のがけ崩れが発生

陸し、全国各地に街跡を残した。

このように梅雨前線豪雨、地虞、台風あるいは火

山活動と、災害をもたらす苛酷な気象、地象は、我

が国の宿命であり、そのうえ急峻な地形と限られた

可住地に多くの人が容らさざるを得ない状況は、土

砂災害に対して極めて脆弱な国土となっている。強

い降雨があれば、危険箇所のうちのどこかでがけ崩

れが生じ、集中栄雨があればその程度 （降雨址、降

雨強度、降雨範囲等）に応じて、危険箇所のうちの

どこかで土石流が発生するのである。

土砂災害危険箇所の硯況

危険箇所の全国1匁検の契機となったのは、昭和4J

年9月山梨県足和田村西湖周辺で発生した土石流に

より死者94名という悲惨な災宮であった。その年か

ら翌年にかけて、土石流の発生の恐れのある渓流の

調査が実施された。また、昭和42年からは急傾斜地

崩壊危険箇所閤査が、昭和44年からは地すべり危険

箇所調査が開始された。

当時は予算而の制約もあったが、 土石流やがけ崩

れの現象についても未だ十分に把握されていない状

況での点検調査であった。その後適宜、全国点検を

実施してきたが、その間、災害実態の調査、分析の

積み重ねや実験的研究成呆などを点検調査マニュア

ルに反映させ、また航空写真の活用、大縮尺地図を

使っての判読により抽出精度も向上してきた （渓流

ごとの斜面ごとの危険の度合いを判定する技術は未

だ研究途上であるが）。

平成14年度末に全国点検結呆を発表したが、その

結呆によると、従来の人家戸数5戸以上の土石流危

険渓流は89.518渓流、急傾斜地崩壊危険箇所は

113,557箇所となり、両者合わせると約203千箇所と

なり前同の関査結呆数約166千箇所の 2祁j強の削加

となった。増加の理由として、都市部近郊の山麗、
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丘陵地等に住宅等が新たに立地したことや、大縮尺

の地形図活／i1の1足辿などにより詳細に把梱すること

ができたことなどである。

これらの危険箇所のうち、砂Iりrlt業や急傾斜地崩

壊対策事業で要対策箇所の整備を補助事業を中心に

計両的に進めてきているが、危険箇所の増IJIIが著し

く、対策工事が辿いつかない現状にある。

今回の調査から、従来の人家）ゴ数 5J-1以 1：の危険

箇所だけでなく、 上砂災寄防11:法の施行を念頭にお

き、 「人家 1~4戸」 と 「人家はないが今後新規に

仕宅立地等が見込まれる」上石流危険渓流と急傾斜

地崩壊危険箇所 （後者はいわゆる、準ずる渓流と斜

而） を調杏対象に加えた。その結呆、 「人家 1~ 4 

戸」 での危険渓流は約73千渓流、危険箇所は176千

筒所、両者合わせると実に25万箇所と膨人な数とな

った。「人家はないが今後新規に住宅立地が見込ま

れる」渓流と箇所の合計は約61千箇所となった。

対策工事を進めていく際の規準は、保令対象人家

戸数、公共施設等の状況、崩壊等の危険性、災告履

歴、地権者咎関係者の協力などを総合的に評価して

実施しており、人家戸数の少ない危険箇所への対策

J..:の尖施は、後l司しあるいは困難な状況である。対

策ゴ::Jiには多くの予符と時間がかかり、手のまわら

ない危険箇所が圧倒的に多いのが実態であり、伐い

人命を土砂災布から護るために評戒避難体制を確立

していくことも併せて進めていくことが前要である

ことは論を待たない。

土砂災害情輻共有化の推進

今日まで砂防行政、土砂災害I坊Il→．行政の煎要課題

として、危険箇所の周知 ・将戒避難体制の確立など

のソフト対策の充実に向けて取り組んできた。主要

な施策1肛項として、

①土砂災害危険箇所を地域防災計凧ij杏に位骰付け

る

②危険箇所位骰図や危険区域I~の作成公表

③悴戒避難晶準,,1;ifJ:の設定

④降雨等観測 ・予特報システムの整1iii

⑤梢報連絡体制の整備

(6)土砂災街防止）Jl：りなどを通してのPR活動等に

より土砂災害に対する啓栄及ぴ防災意識の砂楊

などを樅統的に進めてきた。

しかし、実際の災布時、緊怠時に上記のような情

報やシステムが活かされ稼動しているかと 百うと、

自治体サイドも住民サイドもまだまだ不十分とn・ゎ
ざるを得ない。行政側の 「知らせる努力」 と1主民側

の 「知る努）］」を怠らないようにしていくことが求

められている。

今回の水俣市で起きた七石流災宵・で多数の犠牲者

が出たことについて、新聞の社説、論説では「遅れ

た避難勧告一 地方行政機関の情報対応能力向上が

必要」、「ヒ砂災？：一 観測と避難が命を守る」、「災

壽への符告一 狼少年でもいいじゃないか」、「梨雨

禍対策＿ 筋縄ではいかない」、「ヒ砂災害ー一梢

報の収集、提供を（lり確に」など狩戒避難体制の不備、

災害梢報へ対応力のイサ足を指摘している。

国 1：交通省砂防部として1玲戒避難体制確立の支援

のため、情報必盤緊怠澄備事業や朴I1-f．通報システム

整備事菜を設けて、都追府県ごとに上砂災害梢報監

視システムを梢築するよう指祁してきた。このシス

テムを活月lし'l=lJI折するのは、防災担当職員であり 1りj

災担当貨任者である。このシステムから配位される

降雨屈、スネーク曲線図等の梢報およぴ気象梢報等

から、符ドの土砂災害危険筒所についてrf戒避難ヘ

の対応をどうするか、迅述 ・的確な状況判断が求め

られる。

しかし栄雨時には街の平地部での洪水、内水氾濫、

あるいは近路等の通行規制、側溝氾濫、落イiそして

磁気 ・ガス ・水道 ・屯話など生活インフラヘの被密

発生など様々なことが起き、山間部の状況把握や対

応に手がまわらないことになる。lll|iil部から山の斜
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面が削れ始めたとか、がけ崩れが起きたとかの情報

が人らないと、土砂災む危険区域内の住民へ避難勧

告を出すまでに至らない、あるいは踏路しているの

が実態と，思われる（ヒ砂災害は瞬時に発生しがちで、

人命に直結すること、 111間部では自｝」避難が困難な

高齢者が多いことを防災担当者は頭にしみ込ませて

おくこと）。

また水位観測によりその危険性を把握し、水防体

制や避難体制をとることが具体的である洪水とは異

なり、 1-．砂災究の場合はこのぐらいの降雨があれば

管：ドのとこかで土砂災名の発生する危険性があると

いう過去の災害実態分析をペースに判断するので、

非発生の空振りも多発しがちで、土砂災寓情報盛視

システムの基準1,IJ菌梢報を1llいて避難勧店を出すと

いうまでにはこれらのシステムが使われていないの

が実状のようである。

七砂災害佑報監視システムが広く使Jl]され、住民

まで情報が届き、地域防災の最前線を担う市町村の

防災部局が、緊急時に扱いやすく分かりやすく、次

の行動を収りやすいものにしていくために、

） 国、屎、市町村の関係部局のIi)j災情報の共有化

2 県、市町村、住民までの梢報伝達乱Ii綽の実施

3 1,'j報伝達機器の整備と点検

4 上砂災布に対する認識、災害時の危機意識を

保持、説揚するための研修や想定訓練の実施

5 夜11-1]、休日での緊急．伝述体制の確立

などを今後関係機関の協力を得ながら実施していく

方針である。

降雨屈による行戒避難基準の設定方法について

は、即l寺IHJ降雨予測情報を活川することによってi協

度化を図り、空振りを少なくする努｝」も必要である。

また気糸庁が土砂災害の危険度を推定する際に用い

ている七穣雨椛指数による方法と組み合わせて、 一

元化した土砂災害舒戒情報（仮称）の提供に向けて、

砂防部と気象庁で検討を進めており、平成15年度は

神奈川県 （柚浜地方気象台）、兵限県（神戸悔洋気

依台）、長崎県 （長崎悔洋気象台）、鹿児島県（鹿児

島地方気象台）に愛知県（名古尻地）j気象台）、 ニ

韮県 （津地方気象台）、和歌山県（和歌山地方気象

台）、島根眼（松江地方気象台）、熊本県（熊本地）i

気象台）の 9モデル県において共同で試行していく 。

こうしたことにより、地方自治体の防災活動や地

域住民の秤戒避難行動等がより迅速に、適切に行わ

れると期待される。

市街地の拡大などにより土砂災害危険箇所は増え

つづけており、施設整備だけでは対応が追いつかな

い状態である。今年の災杏実態も踏まえ、屯点施策

の一つとして、短期集中型半業の展l#Jによる防災基

盤の整備、的確な避難のための1青報伝述システムの

整備、士砂災貨防止法による）＆礎調介と指定を推進

し安全な上地利用への誘祁の施策を総合的に実施

し、「情報」、 「土地利用」、 「防災施設」が一体とな

った安全な地域づくりに取り組んでいく 。
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